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 降圧剤使用者にとって，医薬品の継続的な使用は血圧のコントロールを行う上で重要であり，医薬品が中断された場

合には，脳・心疾患等の重大な病気を引き起こす可能性がある．特に，災害発生時においては医療ニーズの増加や医療

機関の被災に伴い，医薬品の継続的な使用が困難となる場合がある．また，災害状況下のストレスにより，血圧が上昇

した状態が継続することも脳・心疾患等のリスクが高まる要因として考えられる．以上より，災害時に向けて，あらか

じめ地域の医薬品ニーズ及び血圧上昇による疾患の急性憎悪のリスクが高い者を把握しておくことは，効率的な医薬品

供給や疾患の急性憎悪を防ぐうえで重要となることが考えられる．そこで，本研究では，石川県羽咋市を対象に，国民

健康保険データから，地域内の降圧剤処方の質・量に関する把握を行った．また，降圧剤使用者以外の高血圧者につい

て，災害時の血圧上昇を考慮した疾患の急性憎悪のリスクが高い者についての検討を行った． 
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1. 本研究の背景と目的 

 

(1) 本研究の背景 

わが国における地震の発生回数は，世界で発生するマ

グニチュード 6.0以上の地震のうち，約 2割を占めてお

り，世界的に見ても非常に高い割合で大規模な地震災害

が発生している注 1)．地震災害発生時には，医療機関等

の被災により，地域の医療機能が低下する．一方で，被

災による怪我や医薬品の紛失等により，地域の医療ニー

ズが増加する．したがって，地震災害発生時には，多様

な医療ニーズに対応し，限られた医療資源を有効的に活

用する必要がある注2)． 

その中でも，慢性疾患患者は疾患を管理するうえで，

地震災害時においても継続的な医薬品の使用や医療対応

が必要となる．特に，高血圧症は脳心血管病や腎臓病な

ど，命にかかわる多くの循環器疾患につながりやすいた

め，地震災害時においても継続的に血圧のコントロール

を行うことが重要となる注 3)．現在，わが国における高

血圧者数は約 4300万人と推定されており，日本人の約 3

人に 1人が高血圧である．図-1に高血圧者の治療状況を

示す．わが国における高血圧有病者のうち，適切に血圧

コントロールがなされている者が約 27％，治療を受け

ているが血圧コントロールがなされていない者が約

29％，治療を受けていない者が約 44％となっている注 4)．

したがって，地震災害時において高血圧に起因する疾患

の重症化を防ぐためには，高血圧症を治療中の方だけで

なく，治療していない方を考慮した医療対応及び医薬品

 

図-1 高血圧者の治療状況注4) 

高血圧者
約4300万人

血圧コントロール良（治療中）

約27%
（約1200万人）

約29%
（約1250万人）

約11%
（約450万人）

約33%
（約1400万人）

血圧コントロール不良（治療中）

認知しているが未治療

認知していない
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供給が重要であると考えられる． 

 現在の地震災害時における医療支援体制としては，都

道府県での災害拠点病院等の設置による地域内外の連携

の強化や DMAT 等の医療団体との連携を考慮した災害

時マニュアルの作成注 5)，災害時に被災地内で必要とな

りうる医薬品についてのリスト化注 6)などが行われてい

る．しかし，現状の地震災害時における医療支援体制と

しては，いずれにおいても発災後に医師や薬剤師が被災

地内に赴き，地域の医療ニーズを把握してからの支援が

行われる． 

今後，発生しうる大規模地震災害である南海トラフ巨

大地震では，東海地方を中心に超広範囲にわたる強い揺

れと巨大な津波により，甚大な人的・物的被害が発生す

ることが想定されている．前述した現状の災害時の医療

支援体制では，大多数の高血圧者に対する医療支援が間

に合わず，疾患の重症化や命が危険な状態となることが

考えられる．特に，治療を受けていないが血圧が高い方

は，医療ニーズの把握が困難であることから，災害状況

下のストレス等による血圧の上昇に伴って，疾患が重症

化した場合に，医療支援が遅れる可能性が考えられる． 

 以上より．災害時に向けて，あらかじめ地域内の高血

圧者の医薬品ニーズ及び血圧上昇による疾患の急性憎悪

のリスクが高い者を把握しておくことは，効率的な医薬

品供給や疾患の急性憎悪を防ぐうえで重要となることが

考えられる． 

 

(2) 本研究の目的 

 前述したとおり，平常時から地域内の高血圧者の医薬

品ニーズ及び血圧上昇による疾患の急性憎悪のリスクが

高い者を把握しておくことで，災害時において高血圧者

の医療ニーズに応じた支援が可能となることが考えられ

る． 

そこで本研究では，石川県羽咋市を対象に，平常時に

おける血圧降圧剤使用者の医薬品処方状況から，高血圧

者の医薬品ニーズを把握することを目的とした．また，

血圧降圧剤を使用していない高血圧者のうち，災害状況

下における疾患の急性憎悪リスクが高い者についての検

討を行った． 

使用データについては 3章及び 4章にて後述するが，

図-2の本研究の流れに示すように，初めに「国民健康保

険データ（以下 KDB データ）」内の「医療摘要データ」

を用いて，平常時における血圧降圧剤使用者数を町字単

位で把握する．次に，算出した 血圧降圧剤使用者を

KDB データ内の「特定健診データ」と紐づけることで，

血圧降圧剤を使用していない高血圧者数を把握する．そ

の後，地震災害時における血圧降圧剤を使用していない

高血圧者の急性憎悪リスクについての検討を行うことと

した．本研究では，地震災害時において，地域内の被災

状況が異なることから， 以下の3ケースについて，血圧

降圧剤を使用していない高血圧者の急性憎悪リスクの比

較・検討を行うこととした． 

 平常時における高血圧者の急性憎悪リスク（Case1） 

 災害状況下の血圧上昇を考慮した急性憎悪リスク

（Case2） 

 地震動による血圧上昇値の変化を考慮した急性憎

悪リスク（Case3） 

 以上より，本研究では，地震災害時における血圧降下

剤使用者の存在量及び血圧上昇による疾患の急性憎悪の

リスクが高い高血圧者を明らかにすることで，高血圧者

に対する効率的な医療支援についての知見を得る． 

 

 

2. 既往研究の整理と本研究の位置づけ  

 

 本研究を行うにあたって，災害時高血圧に関する研究

と災害時における疾患の重症化に関する研究の 2つの視

点について，既往研究の整理を行った． 

 

(1) 災害時高血圧に関する研究 

 西澤ら 1)は，災害時の血圧上昇に関連して脳卒中を含

む循環器疾患が増加することから，主な原因である災害

時高血圧に焦点を当て，特徴と対策をまとめた．災害時

の大きなストレスや環境変化により不眠症や生活行動リ

ズムが崩れることにより災害時高血圧の発症が高まるこ

とが述べられている．また，災害時における血圧 管理

の対策として，避難所設置型の血圧計であり，個人の血

圧値をサーバーに転送できる災害時循環器ネットワーク

システムの有用性が示唆された． 

 Satoh et al 2)は，東日本大震災時の仙台市に位置する外

来診療所において，家庭血圧を習慣的に測定している高

血圧患者 142名を対象に，震災前後の家庭血圧の変化に

ついての調査を行った．調査の結果，震災直前と比較し

 

図-2 本研究の流れ 

Step1：血圧降下剤使用者の把握

羽咋市内における血圧降下剤使用者数

血圧降下剤使用者の町字別分布

Step2：血圧降下剤を使用していない高血圧者の把握

羽咋市内における未治療の高血圧者数の把握

Step3：地震災害時における未治療の高血圧者の
急性憎悪リスクに関する検討

Case.1:平常時における高血圧者の急性憎悪リスク

国民健康保険
データベース
（医療摘要）

J-SHISハザード
ステーション

GIS

使用データ及び使用ツール

国民健康保険
データベース
（特定健診）

Case.2:災害状況下の血圧上昇を考慮した急性憎悪
リスク

Case.3:地震動による血圧上昇値の変化を考慮した
急性憎悪リスク
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て，震災直後の家庭血圧は収縮期血圧が有意に上昇し，

地震後2週間までは血圧上昇が有意に持続したが， 地震

後4週間には消失したことが得られた．また，10名を対

象に，震災当日の朝とその後 3日間連続で家庭血圧を測

定した．結果として，震災当日と翌日の家庭血圧の差は，

収縮期が約 11.6mmHg，拡張期が約 3.9mmHgとなり，急

激な上昇が観察された． 

Tanaka et al 3)は，大規模地震発生後の亜急性期に 高血圧

患者が降圧薬を継続的に服用することの重要性を評価す

ることを目的に，東日本大震災後の岩手県の避難所にお

ける回診から，40 名の避難者を対象として，分析を行

った．結果として，降圧薬を中止したほとんどの避難者

は非常に高い血圧が測定されたが，降圧薬を継続してい

た避難者は軽度の高血圧であった．また，降圧薬を中止

した人の収縮期血圧は，避難所で高血圧と診断された避

難者のうち降圧薬を継続した人よりも高いことが得られ

た． 

 

(2)  災害時における疾患の重症化に関する研究 

小玉ら 4)は，大規模災害時において発症が多い急性心

血管疾患のうち，虚血性心疾患及びたこつぼ型心筋障害

について，過去の大規模災害時における症例から疾患の

発症についての検討を行った．結果として，災害時のス

トレスにより交感神経緊張充進状態がひき起こされると，

不安定プラークを有する者は急性心筋梗塞を発症し，左

室内圧較差を生じた人はたこつぼ型心筋障害を発症する

可能性があることが示唆された． 

國本ら 5)は，大規模地震災害時におけるストレスによ

り，重症化してしまう疾患の 1つである循環器疾患への

対策について，東日本大震災時の被災地内における支援

活動からの検討を行った．結果として，災害時の入院施

設の確保と情報管理システムを災害発生後すみやかに確

立して患者情報の共有と重症患者の対応システムを構築

することも災害対策における疾病対策として重要である

ことが示唆された． 

 

(3) 本研究の位置づけ 

本研究は，地震災害時における血圧降下剤使用者の地

域内存在量及び血圧上昇による疾患の急性憎悪のリスク

が高い高血圧者を明らかにすることで，高血圧者に対す

る効率的な医療支援についての知見を得るものである． 

本章(1)にて整理した既往研究では，災害時高血圧に

ついて，発症の特徴や被災地内における調査を通した患

者数や血圧上昇値の把握が行われている．しかし， 本

研究で活用する KDB データのような医療ビッグデータ

等を用いて，地域内の高血圧者を網羅的に把握し，将来

どのような状況に陥るのかについての検討は行われてい

ない． 本章(2)にて整理した既往研究では，災害時にお

いて，重症化してしまう疾患の 1である循環器疾患等へ

の対策として，重症化の要因の把握や被災地内における

血圧情報管理システムの重要性について言及されている．

しかし，あらかじめ，地域内の高血圧者が見舞われる状

況を把握しておく視点での研究は行われていない． 

以上より，医療ビッグデータを用いて，平常時から圧

降下剤使用者の地域内存在量及び血圧上昇による疾患の

急性憎悪のリスクが高い高血圧者が見舞われる状況を把

握しておくことは新規性があると言え，今後の災害発生

時高血圧者に対する効率的な医療支援についての知見と

なることが考えられる． 

 

 

3. 石川県羽咋市について 

 

(1) 石川県羽咋市の概要 

 本研究において対象地域とした石川県羽咋市の位置及

び町字別の想定震度を図-3に示す．羽咋市は能登半島の

基部西側に位置しており，市域の東西南北としては，共

に約 11km となっている．西は日本海，東は碁石ヶ峰と

山海に挟まれた地域であり，羽咋市南西部は市街地，中

部は田園地帯，東部および北部には山間部が広がってい

る．また，羽咋市には合計 67の町字が存在している． 

  (2) 羽咋市で想定される地震災害 

 本研究では，地震災害時における血圧降下剤使用者の

地域内存在量及び血圧上昇による疾患の急性憎悪のリス

クが高い高血圧者を把握することから，羽咋市において

想定される地震の把握にはJ-SHIS地震ハザードステーシ

ョン注7)を活用した．図-4に羽咋市で想定される地震を示

す．J-SHIS では，活断層ごとに地震の発生する確率や地

盤増幅率などが提供されている．本研究では，その中で

も震源断層ごとに想定される震度分布が把握可能である

想定地震地図を用いた．また，J-SHIS では複数の震源断

 

図-3 石川県羽咋市の位置及び想定震度（町字平均） 

石川県

羽咋市

.
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層によって，同時に地震が発生した際のデータについて

は利用できないことから，本研究では，羽咋市において

最も想定地震動が大きい邑知潟断層帯が震源となった場

合を想定した．  

 

 

4. KDB データの概要と慢性的な医薬品使用者の

把握 

 

(1) KDBデータの概要 

 本研究では，血圧降圧剤使用者数及び血圧降圧剤を使

用していない高血圧者数を把握するにあたり，国民健康

保険データ（KDB データ）を用いた．KDB データは石

川県羽咋市から提供していただき，研究目的での利用許

可を得ているほか，本学における倫理審査委員会からも

承認を得ている． 

KDB データとは，国民健康保険に加入している方に

ついて，個人ごとに「健診・保健指導」，「医療」，

「介護」の 3つのデータが記載されており，月ごとにデ

ータが蓄積されている．本研究における血圧降圧剤使用

者数の把握の把握には，羽咋市の KDB データの内，

「被保険者台帳」と「医療摘要」を用いる．「被保険者

台帳」には，国民健康保険の加入情報や年齢，性別，住

所などの個人情報が記載されている．また，「医療摘要」

には，病院で医療行為を受けた場合の診療年月や処方さ

れた医薬品が記載されている． 

本研究では，「医療摘要」内において，どのような効

果の医薬品を処方されたかが把握可能な「薬効分類」を

用いて，血圧降圧剤使用者数を算出することとした． 

また，血圧降圧剤使用者数を算出するにあたって，3

か月分（2020年 9月～11月）の KDBデータを使用する

こととした．理由としては，医薬品の最大処方期間が

90日であることから，医薬品使用者は基本的に3か月以

内に 1回以上病院に訪れるためである．そのため，3か

月分の KDBデータ内には，個人ごとに 1回以上の医薬

品処方履歴が記録され，同じ履歴の重複を削除すること

で，羽咋市における血圧降圧剤使用者数が網羅的に把握

できる． 

血圧降圧剤を使用していない高血圧者の急性憎悪リス

クの検討にあたっては，羽咋市の KDB データの内，

「医療傷病名」と「健診結果」を用いる．「医療傷病名」

には，どのような傷病で医療施設を訪れたかが記載され

ており，個人ごとの疾患が把握可能である．また，「健

診結果」には，特定健診結果のデータが記載されており，

個人ごとに血圧測定値や喫煙の有無などが把握可能であ

る．特定健診は 1年に 1回受診することが推奨されてい

ることから，本研究では，1年分（2019年12月～2020年

11月）の「健診結果」を用いることとした． 

 

(2)  羽咋市における血圧降下剤使用者数と地域分布 

 本章(2)にて述べた，KDB データを使用して，羽咋市

における血圧降下剤使用者数及び地域分布を算出した．

血圧降下剤使用者数を図-5に示す．図-5より，羽咋市に

おける血圧降下剤使用者数は合計で 3104 名であること

が得られた．また，血圧降下剤の種類ごとの使用者数と

しては，その他の血圧降下剤が大部分を占めており，続

いて，アンジオテンシン変換酵素阻害薬，メチルドバ製

剤となった． 

また，血圧降下剤使用者の地域分布を図-6に示す．血

圧降下剤の使用者が多い町字は羽咋市西部の市街地に存

 

図-4 羽咋市で想定される地震 
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図-5 羽咋市における血圧降下剤使用者数 
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図-6 羽咋市における血圧降下剤使用者の分布 
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在していることが得られた．対照的に，血圧降下剤の使

用者が少ない町字は羽咋市南東部の山間部であることが

得られた． 

 

 

5. 高血圧者の急性憎悪リスクの検討 

 

(1) 血圧降圧剤を使用していない高血圧者の急性憎悪

リスク算出の流れ 

本章では，血圧降圧剤を使用していない高血圧者の急

性憎悪リスクの比較・検討を行う．1 章にて，述べた通

り，本研究では，地震災害時において，地域内の被災状

況が異なることから，個人のストレスや環境の変化を考

慮して，以下の 3ケースでの急性憎悪リスクを把握する

こととした． 

 平常時における高血圧者の急性憎悪リスク（Case1） 

 災害状況下の血圧上昇を考慮した急性憎悪リスク

（Case2） 

 地震動による血圧上昇値の変化を考慮した急性憎

悪リスク（Case3） 

急性憎悪リスク算出の流れとしては，初めに，4 章に

て算出した血圧降下剤使用者と KDB データの「健診結

果」を紐づけることで，血圧降圧剤を使用していない高

血圧者をケースごとに算出する．その後，各ケースにつ

いての急性憎悪リスクを算出する． 

本研究では，急性憎悪リスクとして，高血圧治療ガイ

ドラインに記載されている診察室血圧に基づいた脳心血

管病リスク注4)に基づき，算出することとした．図-7に診

察室血圧に基づいた脳心血管病リスクの層別化表を示す．

高血圧治療ガイドラインでは，高血圧者の年齢や性別等

の個人属性に加え，脳心血管病の既往歴や糖尿病を併発

しているなどの傷病によって，脳心血管病リスクが低リ

スクから高リスクまでの 3分類に分けられている．本研

究では，KDB データの内，「健診結果」と「医療傷病」

を使用して，各リスクに見舞われる高血圧者数を算出す

る． 

平常時における高血圧者の急性憎悪リスク（Case1）

については，血圧上昇を考慮せず，現状における血圧測

定値を使用して，リスクに見舞われる高血圧者数を算出

する． 

災害状況下の血圧上昇を考慮した急性憎悪リスク

（Case2）については，Satoh et al 2)の研究に基づき，健診

結果」内の血圧測定値について，収縮期血圧を 12mmHg，

拡張期血圧を 4 mmHg上昇させたのちに，リスクに見舞

われる高血圧者数を算出する． 

地震動による血圧上昇値の変化を考慮した急性憎悪リ

スク（Case3）については，震災害時において，地域内

の被災状況が異なることから，個人のストレスや環境の

変化を考慮して血圧上昇値を地域内の震度ごとに変化さ

せた．具体的には，震度 5 強に見舞われる地域では，

Case2における血圧上昇値の 0.7倍，震度 6弱に見舞われ

る地域では，Case2における血圧上昇値の 1.0倍，震度 6

強に見舞われる地域では，Case2 における血圧上昇値の

1.3 倍の血圧上昇とした．KDB データ内における個人ご

との住所は町字単位で記載されていることから，本研究

では，町字ごとの平均震度を使用することとした（図-

8）． 

 

(2) 血圧降圧剤を使用していない高血圧者の算出結果 

4 章にて算出した血圧降下剤使用者と KDB データの

「健診結果」を紐づけることで，血圧降圧剤を使用して

 

図-7 脳心血管病リスクの層別化表注4) 
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図-8 羽咋市内における町字別震度 

想定震度

5強

6弱

6強

.

 

図-9 各ケースにおける血圧降圧剤を使用していない高血

圧者数 
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いない高血圧者をケースごとに算出した．図-9に各ケー

スにおける血圧降圧剤を使用していない高血圧者数を示

す．図-9より， Case3における高血圧者数が 1553名と最

も多く，続いて，Case2が1552名， Case1は989名となっ

た． 

 

(3) 血圧降圧剤を使用していない高血圧者の急性憎悪

リスク算出結果 

本章(2)にて算出した，血圧降圧剤を使用していない

高血圧者数について，高血圧治療ガイドラインに基づき，

各リスク（低リスク，中リスク，高リスク）に分類した．

図-10 に血圧降圧剤を使用していない高血圧者の急性憎

悪リスク算出結果を示す．図-10 より，リスクごとの比

較として，低リスクに分類された高血圧者が最も少なく，

高リスクに分類される高血圧者が最も多いことが得られ

た．また，想定したケースごとの比較としては，地震動

による血圧上昇値の変化を考慮した急性憎悪リスク

（Case3）における高血圧者が最も多い結果となった． 

 

 

6. まとめと今後の課題 

 本研究は，高血圧者に対する効率的な医療支援に向け

て，石川県羽咋市を対象に，KDB データを用いて，地

震災害時における血圧降下剤使用者の地域内存在量及び

血圧上昇による疾患の急性憎悪のリスクが高い高血圧者

を明らかにした．結果として，羽咋市における血圧降下

剤使用者数は合計で 3104 名であり，羽咋市西部の市街

地に多く存在していることが得られた．また，血圧上昇

による疾患の急性憎悪のリスクが高い高血圧者について，

羽咋市で邑知型断層帯による地震が生じた際に見舞われ

るリスクを把握することができた． 

 今後の課題として，本研究で使用した KDB データ内

の「健診結果」は 1年分しか考慮できていない．より詳

細に高血圧者を把握するうえでは，血圧の推移が重要と

なることから，より多くの年月を使用して，個人ごとの

血圧の推移を把握する必要がある． 

 また，ケーススタディとして，地震動による血圧上昇

値の変化を考慮した急性憎悪リスクの算出を行ったが，

地震動のみしか考慮できていない．そのため，災害時に

おいて具体的にどのようなことがストレスとなり，血圧

上昇を及ぼすのかについて，被災地へのアンケート調査

等によって把握する必要がある． 

 

NOTES 

注1) 内閣府防災情報のページ：平成 26 年度版防災白書本

文，http://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/，2022 年

9月 25日閲覧． 

注2) 國井修，尾島俊之，石井美恵子：災害時の保健・医

療・福祉活動（第 1 版），南山堂，2022 年 3 月発行，

https://www.nanzando.com/products/detail/18481， 2022 

年 9月 25 日閲覧． 

注3) 日本循環器学会，日本高血圧学会，日本心臓病学会

（2012-2013 年度合同研究班報告）：2014 年版災害

時循環器疾患の予防・管理に関するガイドライン，

https://www.jpnsh.jp/Disaster/guidelineall.pdf，2022 年 9

月 25 日閲覧． 

注4) 日本高血圧学会高血圧治療ガイドライン作成委員

会 ： 高 血 圧 治 療 ガ イ ド ラ イ ン 2019 ，

https://www.jpnsh.jp/data/jsh2019/JSH2019_hp.pdf ，

2022 年 9月 25 日閲覧． 

注5) 厚生労働省：厚生労働省防災業務計画（令和 3 年 9

月 修 正 ） ，

https://www.mhlw.go.jp/content/000752021.pdf，2022年

9月 25日閲覧． 

注6) 厚 生 労 働 省 DMAT 事 務 局 ：DMAT と は ，

http://www.dmat.jp/dmat/dmat.html，2022年 9月 25日

閲覧． 

注7) J-SHIS 地 震 ハ ザ ー ド ス テ ー シ ョ ン ：

https://www.jshis.bosai.go.jp/map/，2022年 6月 28日閲

覧． 
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図-10 各ケースにおける血圧降圧剤を使用していない高
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